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令 和 ５ 年 度 事 業 報 告 

 

                           公益財団法人 

                                               入 管 協 会 

 

第１ 入管協会の使命 

   公益財団法人入管協会は、昭和６２年８月２０日、法務省所管の財団法  

人として設立され、平成２６年４月１日現法人に移行しました。 

   当協会は、出入国管理行政に関する知識の普及を図るとともに、出入国

管理行政の円滑な運営に寄与することなどを目的としております。具体的

には、外国人の入国・在留手続と申請取次ぎの概要を周知させるための研

修会及び留学生の適正な受入れや外国人の適正な雇用等のための実務セミ

ナーの開催、在留諸申請の円滑な手続を支援するための書籍として「出入

国法令集」をはじめ「申請等取次制度の概要」、「わかりやすい入管手続 

必要書類と記載例集」及び「外国人受入れ実務者のための入管関係手続Ｑ

＆Ａ」の発行等により、外国人の適正な受入れに貢献しようとするもので

あり、令和５年度においては次の事業を行いました。 

 

第２ 事業内容 

 １ 公益目的事業 

 （１）相談・助言 

   ア 外国人在留総合インフォメーションセンターの相談業務 

     法務省の委託を受けて、札幌、仙台、大阪及び神戸支局の各地方出

入国在留管理局等に設置されている外国人在留総合インフォメーショ

ンセンターにおいて、来訪した外国人や関係者に、外国人の入国・在

留関係の諸手続及び各種申請等の相談・案内並びに情報の提供を行い

ました。 

   イ 電話及びメールによる無料相談業務 

     賛助会員以外を対象として、メール（随時）又は電話（平日午後１

時３０分から同４時３０分まで）による出入国在留管理に関する無料
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相談を、電話による相談は２１件、メールによる相談は９件行いまし

た。（なお、賛助会員については、随時メール及び電話による相談を

行いました。） 

（２）出入国管理に関する情報発信と資料・書籍の発刊 

   ア Japan Immigration Association News（ＪＩＡニュース）の発行  

     賛助会員を対象に最新の出入国管理に関する情報を提供するためＪ 

ⅠＡニュースを毎月発行するとともに、昨年５月の入管法改正法の成 

立時及び本年３月の入管法、技能実習法改正法案の国会提出時には、 

その情報を掲載したＪＩＡニューストピックスを即時発行し、賛助会 

員に対するサービスの向上に努めました。 

   イ 書籍の発刊 

「出入国管理法令集」改訂第３２・３３版及び「申請等取次制度の 

    概要」改訂第１１・１２版を発刊し、当協会主催の研修会で活用した 

    ほか、日本行政書士会連合会等の研修教材として頒布するとともに、 

    出入国管理法令集については一般にも頒布することにより、出入国管 

理行政に関する知識の普及に努めました。 

 なお、昨年６月に成立した入管法改正法は、本年６月に施行される 

ことを踏まえ、関係する書籍の改訂作業に入っており、本年６月の施 

行を視野に入れ、可能な限り早期の発刊を目指しております。 

   ウ 国際人流ミニ解説（新規） 

     毎月１回賛助会員向けに、入管関係等の最新の出来事や賛助会員か 

ら質問、解説希望があった内容について、Zoom 配信するもので、昨年 

７月、新規事業として創設し、令和５年度中は９回行いました。 

   エ 国際人流の復刊（新規） 

     令和４年２月以来休刊していた「国際人流」を「外国人の受入れ・ 

共生をみんなで考える情報誌」として令和６年４月から復刊し、併せ 

て関連テーマについて意見交換するプラットフォーム（掲示板）を当 

協会ホームページに設置する作業を行いました。 

 （３）講習・セミナー・育成 

   ア 申請等取次ぎに関する研修会等の開催 

     就労目的の外国人を受け入れる企業・団体等や留学生を受け入れて

いる教育機関の関係者で申請等取次ぎを行おうとする者を対象とし
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て、出入国在留管理制度の概要、申請取次制度の概要等を講義内容と

する「外国人の入国・在留手続と申請等取次研修会」を東京（６回）、

名古屋（２回）及び大阪（２回）において開催し、延べ２，０７１名が

参加しました。 

   イ 外国人の受入れ・共生セミナーの開催（新規） 

     昨年１０月に第１回として「外国人に寄り添うワザとは？」を、１

２月に第２回として「やさしい日本語」をテーマに開催し、本年２月

に第３回として「国際人流」復刊記念シンポジウムを開催しました。 

   ウ 東京都の「外国人の不法就労防止啓発講習」 

     不法滞在者や不法就労外国人の防止及び外国人の適正な雇用を図る

ため、東京都の委託を受けて事業主、雇用主等を対象とした各種講習

会に講師を４０回派遣し、延べ３，０５１人に啓発活動を行いました。 

   エ 講師派遣の要請を受けた講演 

     東京都社会保険労務士会等から要請を受け、講師を１２回派遣し、

情報発信・啓発活動を行いました。 

  

 ２ 収益等事業（事前点検及び申請取次ぎ） 

   賛助会員である企業、教育機関等からの依頼を受けて、当該企業等が受

け入れる外国人に係る入国・在留関係諸申請の事前点検（２６７件）及び

申請取次ぎ（８，４４８件）等の支援を行いました。 

   なお、平成２５年４月の総務省の「技能実習制度を中心とした外国人受  

入れ対策に関する行政評価・監視の勧告」に鑑み、賛助会員以外に対する

一定範囲内の事前点検及び申請取次ぎを行うこととしているところ、賛助

会員の推薦を受けた非会員を対象として実施する方向で会員の範囲、非会

員の範囲、取次案件の範囲、手数料などの検討を行いました。 

 

 ３ その他（法人管理） 

 （１）理事会及び評議員会の開催 

ア 理事会の開催 

（ア） 令和５年５月１０日、学士会館において令和５年度第１回定例理

事会が開催され、令和４年度事業報告（案）、同４年度決算報告（案）

及び定時評議員会開催日程（案）が審議され、いずれも全会一致で
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承認されました。 

（イ） 令和５年５月２６日、令和５年度臨時理事会（みなし決議）が書 

面又は電子的記録で行われ、代表理事・業務執行理事の選定の件及 

び「理事会運営規則」の一部改正（案）が全会一致で承認されまし 

た。 

（ウ） 令和５年９月１５日、学士会館において令和５年度臨時理事会が 

開催され、代表理事の選定の件及び顧問の委嘱の件が審議され、い 

ずれも全会一致で承認されました。 

（エ） 令和６年３月７日、学士会館において令和５年度第２回定例理事 

会が開催され、令和６年度事業計画（案）、同６年度収支予算書（案） 

及び臨時評議員会の開催日程（案）が審議され、いずれも全会一致 

で承認されました。 

イ 評議員会の開催 

（ア） 令和５年５月２６日、学士会館において令和５年度定時評議員会 

が開催され、令和４年度事業報告（案）、同４年度決算報告（案） 

、理事・評議員選任の件、定款の変更（案）及び「役員及び評議員 

の報酬並びに費用に関する規程」の一部改正（案）が審議され、い 

ずれも全会一致で承認されました。 

（イ） 令和５年９月２０日、令和５年度臨時評議員会（みなし決議）が 

   書面又は電子的記録で行われ、監事選任の件及び「役員及び評議員 

の報酬及び費用に関する規程」の一部改正（案）が全会一致で承認 

されました。 

（ウ） 令和６年３月２２日、学士会館において令和５年度臨時評議員会 

が開催され、令和６年度事業計画（案）、同６年度収支予算書（案）、 

「役員及び評議員の報酬及び費用に関する規程」の一部改正（案） 

及び「評議員会運営規則」の一部改正（案）が審議され、いずれも 

全会一致で承認されました。 

（２）会員の募集 

    当協会では、事業の円滑な運営に資するため賛助会員制度を設けてい

るところ、令和５年度末の賛助会員数は、企業、教育機関及び団体等を

合わせて４９３会員となっております。年度中の新規会員は２１会員、

退会は３６会員で前年度に比べ１５減となりましたが、ホームページ及
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びパンフレットの活用のほか、更なる会員サービスを図るなどして、今

後も引き続き賛助会員の募集に努めます。 

 

第３ 終わりに 

   当協会では、最新の出入国管理行政の情報を提供することによって、円 

  滑かつ適正な出入国管理行政の実現に貢献できるよう努力していく所存で 

ありますが、在留諸申請の電子（デジタル）化が進む一方、申請取次研修 

会の実施機関が当協会を含めて１２に増えたこと等から協会運営をめぐる 

環境が厳しさを増しております。令和５年度新たに選任された業務執行理 

事が外国人の受入れ・共生に関する新たな情報発信及びセミナーの開催を

行うとともに、令和６年度から国際人流を復刊することとしており、従来

からの事業に加え、これら新規事業の充実強化を図りつつ、今後とも新た

な活路を模索していくこととしております。 

 このような状況に鑑み、引き続き皆様の御理解と御支援を賜りますよう 

お願い申し上げます。 
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定款第８条第１項第２号（事業報告の附属明細書） 

 令和５年度事業報告には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行

規則（平成１９年４月２０日法務省令第２８号）第３４条第３項に規定する附

属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないので記載すべ

き事項はない。 

 

                     令和６年４月２３日 

公益財団法人入管協会 


